
平成 25 年（2013 年）4 月 24 日 

1 

利下げ効果が顕在化するなか、中銀は様子見姿勢を継続 

豪州経済は景気減速に歯止めがかかっているが、足元の経済指標は強弱まちまちで

ある。豪州準備銀行（RBA）は 4 月 2 日の理事会において、世界経済の下振れリスク

が後退していると評価し、政策金利を 3 会合連続で過去最低の 3.00%に据え置いた。 
RBA による今次局面 1.75%pt の利下げ効果は顕在化しつつある。住宅市場をみると、

住宅ローン金利が低下するなか、住宅建設許可件数は、二桁の伸びを維持している（第

1 図）。これらを好感して消費者マインドは明るさを取り戻し、小売売上は緩やかな

伸びを確保した。また、貸出金利の低下や世界経済の持ち直しを受けて、企業マイン

ドも底打ちがみられ、企業向け銀行貸出は上向きつつある。 
他方、雇用統計では景気の陰りが浮き彫りとなった。3 月の失業率は 5.6%と、3 年

半ぶりの水準まで悪化した。雇用者数も前年比+0.9%と緩慢な伸びにとどまり、その

先行指標とされる求人広告件数も同▲32%と、雇用は当面の軟調な推移を示唆してい

る（第 2 図）。さらに、4 月 15 日に発表された中国の第 1 四半期の実質 GDP 成長率

は前年比 7.7%と、景気回復の足取りが重いことが明らかになった。中国を最大の輸

出相手国とする豪州では、同国向けを起点とした輸出の持ち直しが期待されていただ

けに、発表後、豪ドル相場が大きく下落するなど、輸出の先行きに対する不安が一段

と高まった。 
4 月の RBA 議事録では、累積的な金融緩和の効果が顕在化していることの評価を

強めた。ただし、「一段の緩和余地がある」との認識を改めて示し、利下げ効果の更

なる浸透を期待する一方で、豪ドル高や財政健全化、資源ブームのピークアウトなど

の逆風に対応するべく、追加利下げに含みを残した。第 1 四半期の消費者物価上昇率

は前年比 2.5%と、中銀の目標圏内で安定して推移しており、景気が想定以上に下振

れした場合は追加利下げに踏み込む可能性が残されている。 
 

第1図：政策金利と銀行貸出、住宅市場
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第2図：雇用動向
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